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研究成果の概要（和文）：この研究プロジェクトの目的は、戦前期の日本企業による海外市場と内部労働市場の
関係を明らかにすることである。分析に際しては、台湾製糖株式会社の作成した人事台帳のデータを用い、同社
従業員の昇進・昇給、異動、採用の実態を明らかにする。台湾製糖は、戦前日本において非常に著名な企業であ
り、製糖業に於いてリーディングカンパニーであった。分析の結果、台湾人従業員と日本人従業員の間には格差
があるものの、台湾製糖ではホワイトカラー層については年功的な処遇をされていたことが明らかになった。ま
た、こうした施策を実施した要因として、同社経営の安定性と「準国策会社」的な側面があることを明らかにし
た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to analyze the connection between 
overseas expansion and internal labor markets of companies in prewar Japan. It focuses on pay 
raises, promotions, transfers, and changes in personnel, and utilizes the employee records of the 
Taiwan Sugar Manufacturing Company, the leading company in its industry in Colonial Taiwan. The 
analysis shows that the company utilized Japanese "nenko" personnel practices, although there was a 
difference of degree, for both Japanese and Taiwanese white‐collar workers. Because of the good 
managing conditions and the aspect of “semi-statutory company”, Taiwan Sugar Manufacturing Company
 could use pragmatic management practices.

研究分野：社会科学（経済学・経済史）
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究では、台湾製糖株式会社が作成した
人事労務管理の記録である「社員台帳」の個
票データを使用し、同社の従業員（ホワイト
カラー層）の学歴や入職前履歴、入社後の昇
進・昇格、昇給、異動の実態を明らかにする
ことを目的としている。このような課題を設
定した背景には、以下のような先行研究の進
展状況とその限界が関係している。なお、台
湾製糖株式会社は、戦前日本における近代製
糖業のパイオニア企業であり、同社が作成し
た詳細な人事労務管理情報を網羅的、時系列
的に分析することで、先行研究で十分に明ら
かにされていなかった様々な課題を解明す
ることが可能となる。 
（1） 戦前の海外進出企業における内部労働
市場・人事労務管理の研究 
 戦前の日本における海外進出企業に関し
ては、台湾に進出した製糖企業や在華紡、南
満洲鉄道株式会社、日産や日窒など新興財閥
の朝鮮半島や中国への進出について研究の
蓄積がなされている。しかし、それらの研究
では、資金調達や投資活動、技術移転といっ
た企業活動の一環として人事労務管理の諸
施策が分析されることが多い。そのため、こ
うした企業における内部労働市場の実態を
詳細に分析し、海外進出企業が直面した労働
市場面での制約と、それへの対応という点が
十分に明らかにされているわけではない。ま
た、従来の労働史分析は資料的な制約もあり、
文書資料による分析にウェイトが置かれて
いる。数値データの分析については、例えば
職工の賃金分布など部分的な資料が用いら
れるにとどまることが一般的である。そのた
め、学歴と入職時の職位、その後の昇進・昇
給スピードとの関係といった、人事労務管理
の諸施策間における繋がりが検証されるこ
とは少なかった。 
 なお、戦前期台湾の労働市場に関しては、
尾高煌之助の研究によって、すでにその全体
像が一定程度明らかにされている（尾高
（1999））。尾高は、『台湾総督府統計書』や
『台湾商工統計』などを用いて、長期の統計
データをもとに実質賃金水準の推移を検証
した。それによれば、台湾では第一次大戦期
のごく一時期を除いて、労働が「無制限供給
的な」経済であったと結論付けられている。
またその際、工業化が進行し始めたと思われ
る 1930 年代に、実質賃金が下降している点
を強調した。しかし、尾高の実証結果とは異
なり、台湾ではとりわけ 1930 年代にかけて
労働力不足が経営上の課題として、同時代の
経営者の間に広く認識されていた。こうした
統計データの結果と実態認識との間にかい
離が生じた理由は、重層的な労働市場を統計
データによる統一的視点から分析したこと
に起因する。本研究で使用する個票には 278
名の外国人が含まれており、農事関係や製糖
工場の技術者、本社管理部門の職員など植民
地市場における各種の熟練労働力の形成に

ついて、従来にない分析結果が得られること
にメリットがある。 
（2） 「日本的雇用慣行」の形成史に関する
研究 
 戦前期の労働史分析としては、重工業大企
業においてブルーカラー労働者が内部労働
市場に包摂されていく過程を明らかにして
いる兵藤（1971）や炭鉱における労働争議の
分析から労資関係の展開を描いた二村
（1988）がある。また、1980 年代後半から
はホワイトカラーの研究が本格的に開始さ
れ、市原博による一連の研究が出てきた。さ
らに菅山（2011）は、教育とのリンケージと
いう視点から新卒採用が低級ホワイトカラ
ーにも普及していく過程を明らかにしてい
る。しかし、これらの研究においても文書資
料や特定の人事労務管理施策に関する数値
データによる分析が中心であり、釜石製鉄所
における 1,557名の個票によるパネルデータ
を構築・分析した中林（2013）のような研究
はほとんど存在せず、これが日本的雇用慣行
の生成・発展の歴史を解明する上での大きな
制約となっていた。 
 本研究は、台湾製糖株式会社という大企業
の従業員に関する個票データを網羅的・時系
列的に分析することにより、従来の研究では
明らかにされてこなかった人事労務管理の
諸側面を詳細に解明することが可能となる
という点で研究史上の大きな意義を有する。 
【引用文献】 
尾高煌之助・劉怡伶（1999）「第２次大戦前
後における台湾の工業雇用統計―その謎と
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pp133-142、1999年 4月 
市原博「人的資源の形成と身分制度」阿部武
司・中村尚史編著『講座 日本経営史２ 産業
革命と企業経営』ミネルヴァ書房 
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屋大学出版会 
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２．研究の目的 
 本研究の目的は、戦前日本の代表的な植民
地進出企業である台湾製糖株式会社の「社員
台帳」に掲載された詳細かつ網羅的なデータ
に基づき、以下の課題に取り組むことである。
①同社の従業員管理の実態を分析するなか
から、この時代の海外進出企業における内部
労働市場の特質を解明する。②人事労務管理
上の諸施策の関連性という従来なかった視
角からアプローチすることで、戦間期から萌
芽的に形成され始めたとされる長期安定雇
用や年功序列型賃金（いわゆる「日本的雇用
慣行」）について、新たな知見を得ることを



目指す。 
 
３．研究の方法 
 台湾製糖株式会社が作成した人事台帳で
ある「社員台帳」に記載されている学歴、入
職前履歴、入社後の昇進・昇格、昇給、異動
に関する情報をエクセルデータとしてまと
め、網羅的かつ時系列的に従業員情報を分析
することで、同社従業員に対する人事労務管
理のあり方と、戦前期台湾のホワイトカラー
労働者（台湾人従業員含む）の労働市場の特
質を分析する。 
 また、公益社団法人糖業協会や台湾国立図
書館に保管されている戦前台湾製糖業関連
の文書資料、例えば台湾製糖株式会社におけ
る従業員処遇のルールを定めた「事務章程」
などを収集・分析し、「社員台帳」だけでは
把握できない人事関連情報や甘蔗作を含む
製糖産業や製糖企業の情報収集と分析をお
こなった。 
 
４．研究成果 
 「社員台帳」を中心とした本研究の分析か
ら明らかになった成果は以下のようなもの
である。 
(1)台湾製糖株式会社の人事労務管理・内部
労働市場について 
 植民地台湾に進出し、近代製糖業のリーデ
ィング企業となった台湾製糖は、恵まれた経
営環境を基礎に、プラス志向の労務管理を追
求していた。また、同社のビジネスに影響を
与えた要素としては、「準国策会社」という
企業のあり方が存在した。こうした特質は
「日本的経営の移植」という課題にもエネル
ギーを注ぐという経営行動をもたらし、年功
序列型賃金といったいわゆる日本的雇用慣
行の「定着」をもたらした。さらに、戦前台
湾の製糖業ビジネスにおける甘蔗栽培技術
指導や米糖相克のもとでの甘蔗栽培への農
家誘導の重要性は、企業の人材活用のあり方
を大きく規定した。本研究により、このよう
な経営環境や問題意識が、台湾製糖における
ホワイトカラーの管理のあり方、具体的には
昇進・昇給のあり方に与えた影響は大きかっ
たことが明らかになった。 
 台湾製糖では、少数の「社員」と多くの「準
社員」を採用し、業務を遂行していた。両者
を区分したのは学歴という要素であり、処遇
面での格差は明確なものであった。一例を挙
げると、図 1は台湾製糖株式会社に 1919 年・
1920 年に「入社」したホワイトカラー従業員
の修学年数（横軸）と最高賃金額（縦軸、単
位：円）の相関を示したものである。この図
からも明らかなように、「社員」A群と「準社
員」B 群に賃金分布が明確に区分されている
ことがわかる。この格差は、戦前の日本企業
において広く見られる性格のものである。ま
た、この図においては「社員」と「準社員」
の比率は 5：48 であり、「準社員」の採用ウ
ェイトが高かったことも明らかになった。こ

れは当時の製糖業経営における農事部門の
比重の高さに対応したものであった。 
 なお、1919 年と 1920 年に採用された「社
員」は全て日本人であった。「社員台帳」の
データを分析した結果、台湾人高学歴者が制
約を受けつつも内地系企業で活躍するよう
になるのは、進学上の不利などが緩和された
後の時代、1930 年代になってからのことであ
る。この事実は、植民地教育に関する先行研
究の内容とも合致しており、この点を一企業
の個票データを用いて実証したことも本研
究の成果である。 
 
図１ 台湾製糖社員の学歴と賃金の相関図 

 「準社員」に目を転じれば、その総数の 3
割弱を台湾人が占めており、これは製糖業ビ
ジネスが現地の人材を不可欠としていたこ
とを示す。台湾人「準社員」は、学歴面での
不利もあって、日本人「準社員」と比較して
昇進・昇格の面で劣位にあった。図１でも、
明示こそしていないが、図の左下側に集中す
る形で台湾人従業員が分布している。しかし、
台湾人も定期的な昇給を重ねるなど、彼らの
処遇に一定程度の配慮が見られたことも事
実であった。「日本的経営の移植」という経
営上の要請から、また多数の現地従業員に意
欲を持って働いてもらうためにも、彼らに
「準社員」という地位を与え、年功的昇給を
もって遇しなければならなかったのである。
こうした「限定的好待遇」の側面は、従来の
研究において十分に指摘されておらず、本研
究の持つ意味は大きいと思われる。 
 台湾製糖株式会社は内地から遠く離れた
植民地であり、内地出身者を潤沢に活用する
ことは困難であった。「社員台帳」の情報か
らは、日本人「準社員」の多様な入職前履歴
が明らかになった。新卒者の採用に制約があ
る中で、同社は中途採用者や非常傭的な従業
員の「準社員」への転用などを駆使しつつ、
人材を確保していたのである。こうした実態
は、内地の大企業における人材活用とは明ら
かに異なっており、海外進出企業あるいは内
地で人材の採用に苦労していた企業の実態
を理解する上で示唆に富む。台湾人従業員と
同様あるいはそれ以上に、日本人従業員も年
功的な処遇がなされていたが、これにはモラ
ール維持の観点だけでなく、内地から離れた
地で職務に従事することに対する報償の面
があったと思われる。もっとも、昇進・昇給
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の実態を見れば、台湾製糖でも学歴や「準社
員」前の経歴を覆すような処遇（賃金額や資
格の高低における逆転）もなされており、厳
しい競争的な側面を有していた。この点も、
従来から指摘される戦前日本における管理
のあり方と共通するものであり、これを明ら
かにしたい意義も大きい。 
 以上指摘してきたような年功的でプラス
志向の従業員処遇は、合併を繰り返して成長
してきた戦前台湾の製糖業企業のあり方と
も整合的であった。出自や工場設備の面で多
様であった製糖所を円滑に運営するために
も、また製糖所間を異動させて人材を有効に
活用するためにも、台湾製糖株式会社の施策
はこのようなものとならざるを得なかった
のである。 
 日本企業に特徴的な管理の側面と、植民地
進出企業ゆえの異質性とが同居する本研究
の内容は、朝鮮や中国に進出した企業の動向
を考えるうえでも有用である。また「人材の
採用面での制約」という異質性の側面も、そ
の持つ意味を読み替えることにより、戦前日
本において多数派を占めていた中堅、中小企
業のあり方を考えるうえで有効なものとな
る。今後は、こうした視点からの研究を進め、
戦前期日本における内部労働市場や人事労
務管理の研究のさらなる深化を目指したい。 
(2)台湾人高学歴者の労働市場分析 
 「社員台帳」の分析を進める中で、台湾人
高学歴者の労働市場を明らかにすることが
可能と判断し、ごく部分的にではあるがその
解明を試みた。植民地教育史の分野では、学
制の整備の遅れなどもあって台湾人高学歴
者の輩出が遅れたこと、台湾総督府や内地系
大企業の彼らを採用する意欲の弱さなどが
指摘されてきた。台湾製糖株式会社の個票デ
ータを用いた本研究の分析でも同様の内容
が確認された。具体的には、同社でも台湾人
高学歴者の「直接の採用」は遅れ、多くの人
材は台湾人が創設した被合併企業である新
興製糖株式会社経由での入社が目立ったの
である。今後さらに分析を深めることで、植
民地期の台湾における台湾人労働者の労働
市場の解明を進めていくことにしたい。 
(3)台湾製糖業企業と甘蔗作農科との関係 
 各種文書資料の収集の過程で、台湾製糖業
における企業と甘蔗作農家との関連を示す
ものを数多く発見したため、この分野につい
ても研究を行った。台湾の製糖企業は、農民
に甘蔗作に従事してもらうため、様々な手法
で貸付金を貸与していたことが、4 大製糖企
業の財務分析から明らかになった。また、甘
蔗作農家の経営収支の分析から、製糖業企業
による肥料代等の貸し付けが彼らの経営状
況に重要な影響をもたらしていたことが明
らかになった。こうした点についても、今後
分析を深めていきたい。 
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